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【はじめに】 

○各務原市学校建替基本方針は、現在の小中学校 25校（小学校 17校、中

学校 8校）の学校配置を維持することを前提として検討しています。 

○この中間報告書（案）は、第 1回から第 5回までの各務原市学校建替基本

方針策定委員会における検討内容をふまえ作成したものです。今後、全体の

基本方針・検討内容等を振り返り、加筆修正を行うことがあります。 
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第 1章 各務原市学校建替基本方針策定の目的と位置づけ 

１．建替基本方針策定の背景と目的                                    

（１）背景 

本市には、令和 5年度現在、小学校が 17校、中学校が 8 校あり、昭和 40年代から 50年代

前半に建設された学校施設がほぼ9割を占めています。古いのものでは 60年以上が経過してお

り、老朽化対策が急務となっています。令和 3年3月には「各務原市学校教育系施設個別施設計

画」を策定し、学校施設の構造躯体の調査結果をもとに今後の整備計画を示したところです。 

これらを踏まえ、各務原市では本市の学校施設が抱える様々な問題や学校教育をとりまく環境

の変化を加味しつつ、今後の長期間に渡る学校施設の建替え等をスムーズに進めるため、各務原

市の学校施設のあるべき姿や整備の進め方について各務原市学校建替基本方針策定委員会

（以下、「策定委員会」という。）により審議し、学校建替基本方針として策定することとしました。 

策定委員会は、これまで計 5回が開催され、学校建替基本方針に係る検討を行いました。また、

学校施設の現状課題やあるべき姿の方向性を把握するため、令和 5 年 3 月には市民、保護者、

教職員、児童生徒を対象として、新たな学校づくりにかかわるアンケート調査を実施しました。 

本資料は、これまでの策定委員会における検討をふまえ、各務原市学校建替基本方針策定の

中間報告書（案）としてまとめたものです。 

 

（２）目的 

   各務原市学校建替基本方針（以下、「本計画」という。）は、学校施設の老朽化対策を進める上

での建替の基本的な考え方を示すことにより、学校建替を着実かつ計画的に実施できるよう定め

るものです。 

また、学校施設の建替にあたっては、公立学校として、できる限り公平な教育環境を確保するこ

とを目指すとともに、学校施設が地域から求められる様々な役割や機能を果たすことができるよう、

学校建替に係る具体的な整備方針を定めるものです。 

 

（３）基本方針の運用 

本市における学校建替事業は長期にわたることから、児童・生徒数の増減や建築コストの変動

などの社会情勢の変化、教育ニーズの変化、学校建築に係る技術革新、本市の財政状況の変化

など様々な変動が発生することが見込まれます。これらの変動に対応した基本方針としていくため、

定期的に基本方針の見直しを行うこととします。見直し時期については、建替に要する期間や老朽

化対策を実施した学校の点検・評価などに要する期間などを勘案し、必要に応じて見直しを行うこ

ととします。 
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（４）策定委員会の取り組み方について 

学校建替によって直接的に影響を受ける児童・生徒の立場に立ち、児童・生徒にとってより良い

方向となるよう検討することが最も重要です。学校は児童・生徒の教育の場であり、児童・生徒が１

日のうちで多くの時間を過ごす生活の場でもあります。こうした学校の役割が十分に果たされ、児

童・生徒の人権を尊重したより良い教育環境が提供されるような視点から議論する必要がありま

す。 

今後順次校舎の建替えが進む事が想定され、その前段として、計画的で円滑な学校施設建替

の推進を図るため、本市の学校施設の「あるべき姿」や「整備の進め方」などについて、基本的な

方針を検討します。 

策定委員会の検討は、文部科学省「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」

（R４.３）新しい時代の学びを実現する学校施設の５つの姿「学び」「生活」「共創」「安全」「環境」

の視点から検討することとしました。次ページに策定委員会の議題と検討の視点を示します。 

 

（５）各務原市学校建替基本方針策定に関するアンケート調査 

本計画の策定にむけて、令和 5年 3月には学校施設の現状課題やこれからの学校施設のあり

方について「市民・未就学児の保護者」「児童・生徒の保護者」「学校代表」「教職員」「児童・生

徒」のアンケート調査（以下、「本アンケート調査」という。）を実施し、基本⽅針として重視すべき事

項、留意が必要な事項の把握・整理を行いました。 

本アンケート調査から得られた結果をふまえ、今後の学校施設に求められるあり方や基本的な

考え方に反映します。 
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【表  策定委員会の議題と検討の視点】 

年

度 
開催年月 議 題 

策定委員会の検討内容 5つの視点 

学び 生活 共創 安全 環境 

令
和
４
年
度 

第 1回 

8月 

①委員長、副委員長の選出 

②会議の公開等の関する要領（案）につい

て 

③事業の概要について 

     

第 2回 

11月 

①基本理念、考え方について 

②他都市における新しい学校づくりの事例

について 

③策定委員会の検討内容（検討フロー）に

ついて 

     

第 3回 

12月 

①多様な学習活動を展開できる教室空間

について 

②アンケート調査について（1回目） 

＊地域カルテ・学校カルテ 

○ 多 様 な

学習活動

を展開でき

る教室空間 

 

   

第 4回 

2月 

①新たな学校づくりにかかわるアンケートの

事前ヒアリング（報告） 

②アンケート調査内容の修正版 

③図書館、執務空間、配慮を要する子の空

間 

○図書館、 

執務空間、 

配慮を要す

る子の空間 

   

 

令
和
５
年
度 

第 5回 

4月 

①プール施設について 

②学校給食調理場について 

③アンケート調査結果の報告（1回目） 

④ワークショップについて（議題） 

○プール施

設について 

○学校給

食調理場

について 

 

  

第 6回 

6月 

①ワークショップについて（報告） 

②学校給食調理場について 

③基本方針の中間報告書（案） 

     

第 7回 

8月頃 

①各務原らしさと地域特性 

②安全安心な教育環境について 

③アンケート調査について（2回目） 

   

○安全安

心 な 教 育

環境 

 

第 8回 

10月頃 

①体育館・運動場について 

②避難所としての防災機能について 

③トイレ、バリアフリーなどについて 

④配慮を要する子の空間（その２） 

○ 配 慮 を

要する子の

空間 

○トイレ、バ

リアフリー

など 

○体育館・

運動場に 

ついて 

○避難所と

しての防災

機能 

 

第 9回 

12月頃 

①地域開放・複合化、地域コミュニティの拠

点（その１） 

②環境配慮・エコスクール、景観・デザイン

（その１） 

  

○地域開

放 ・ 複 合

化、地域ｺﾐ

ｭ ﾆ ﾃ ｨの拠

点 

 

○環境配

慮・エコス

クール、景

観・デザイ

ン 

第10回 

2月頃 

①地域開放・複合化、地域コミュニティの拠

点（その２） 

②環境配慮・エコスクール、景観・デザイン

（その２） 

③アンケート調査結果の報告（2回目） 

  ○地域開

放 ・ 複 合

化、地域ｺﾐ

ｭ ﾆ ﾃ ｨの拠

点 

 ○環境配

慮・エコス

クール、景

観・デザイ

ン 

令
和
６
年
度 

第11回 

4月頃 

①基本方針（案）の検証 

 

     

第12回 

6月頃 

①基本方針の骨子案      

第13回 

8月頃 

①答申書素案（パブリックコメント） 

 

     

第14回 

10月頃 

①パブリックコメント結果報告と答申書最終

案 

     

第15回 

12月頃 

①答申書      
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（６） 対象施設 

本計画の対象施設は、本市が所管する学校施設（小学校１７校、中学校８校）を対象とします。 

 

■小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表  小学校一覧】 

施設名称 所在地 建築年度 
※１（西暦） 

延床面積 
（㎡） 

構造 
※2 

那加第一小学校 那加手力町22-5 1964 10,466.50 RC 
那加第二小学校 那加雲雀町1 1970 6,814.51 RC 
那加第三小学校 那加東亜町1-1 1972 5,866.72 RC 
尾崎小学校 尾崎南町3-2 1976 6,295.79 RC 
稲羽西小学校 大佐野町1-233 1965 6,729.80 RC 
稲羽東小学校 前渡西町1393 1970 4,430.74 RC 
川島小学校 川島河田町1041-3 1976 8,281.31 RC 
鵜沼第一小学校 鵜沼西町4-179 1972 6,331.32 RC 
鵜沼第二小学校 鵜沼各務原町2-260 1971 6,577.97 RC 
鵜沼第三小学校 新鵜沼台4-1 1974 7,154.63 RC 
緑苑小学校 緑苑北1-26 1976 6,120.85 RC 
八木山小学校 つつじが丘1-1 1977 5,586.73 RC 
陵南小学校 鵜沼大伊木町4-425 1984 5,922.56 RC 
各務小学校 各務おがせ町4-7 1969 5,213.40 RC 
蘇原第一小学校 蘇原野口町1-1 1958 9,105.48 RC 
蘇原第二小学校 蘇原沢上町1-19 1972 6,898.99 RC 
中央小学校 各務西町4-302 1978 5,309.82 RC 

※１ 当該学校のうち、最も古い施設の建築年度を示す 

※２ 構造 RC：鉄筋コンクリート造 
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■中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表  中学校一覧】 

施設名称 所在地 建築年度 
※１（西暦） 

延床面積 
（㎡） 

構造 
※2 

那加中学校 那加東亜町48 1961 10,022.31 RC 
桜丘中学校 那加不動丘1-77 1986 9,955.48 RC 
稲羽中学校 上戸町5-40 1959 7,090.33 RC 
川島中学校 川島河田町1028-1 1965 7,507.66 RC 
鵜沼中学校 松が丘2-100 1962 10,283.11 RC 
緑陽中学校 緑苑北1-4 1978 8,666.58 RC 
蘇原中学校 蘇原青雲町1-10 1967 9,635.34 RC 
中央中学校 各務西町4-358-1 1979 9,447.70 RC 

※１ 当該学校のうち、最も古い施設の建築年度を示す 

※２ 構造 RC：鉄筋コンクリート造 
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２．建替基本方針の位置づけ                                           

本市では、「インフラ長寿命化基本計画」に基づく行動計画として、「各務原市公共施設等総合

管理計画」を定めています。本計画は、各務原市公共施設等総合管理計画を踏まえ、市立小・中

学校の具体的な建替方針を定めるものです。 

以下に本計画と学校施設に関連する計画との体系図を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の最上位計画である各務原市総合計画においては、児童生徒が快適に学習に取り組むこ

とができるよう社会環境や教育内容の変化に対応した学校施設や設備の充実を図る必要がある

としています。加えて、各務原市教育大綱及び各務原市教育振興基本計画では、「笑顔があふれ

る元気なまちへ～心豊かで文化を育む人づくり～」を基本理念に、家庭・地域・学校がそれぞれの

役割を果たしながら連携することにより、子どもたちの健全な育成を目指すとしているところです。

また、令和２年度に岐阜県が改定した各務原都市計画区域マスタープランにおいては、教育施設

機能に加え防災拠点や地域コミュニティ拠点の形成を必要とする学校については、計画的な整備

を進めることとしています。 

さらには、本市の学校施設は、既に放課後児童クラブ、放課後子ども教室機能や防災備蓄機能

などが学校施設と複合化されているほか、災害時の避難所に指定されていたり、グラウンドや体育

館の貸出により市民のスポーツ活動の推進に寄与したりと、様々な役割を担っており、今後、ますま

す地域の拠点として活用されることも期待されています。 

 

 

○各務原市教育大綱（R2.2） 

○各務原市学校教育系施設個別施設計画（R3.3改定） 

○各務原市教育ビジョン（R4.4改定） 

○各務原市学校適正規模・適正配置等に関する基本計画

（R2.6） 

○各務原市公共施設等総合管理計画（H29.3） 

○令和４年度 各務原市小・中学校教育指導の基本理念 

○新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について

（R4.3） 

○教育振興基本計画 

○インフラ長寿命化計画（行動計画） 

○学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き 

○学校施設の長寿命化改修の手引き 

○小中一貫教育の制度化及び推進方策 

○公立小中学校の適正規模・適正配置に関する手引き 

○学校教育法の一部を改正する法律案 

○学校施設の評価の在り方について 等 

各務原市の学校に関する上位関連計画等 

各務原市学校建替基本方針策定 

文部科学省の方針等 

上位関連計画の理念・考え方を学校建替基本方針に反映します 

○総合計画     ○都市計画マスタープラン 

○立地適正化計画  ○景観計画 

○避難所・ハザードマップ 等 

各務原市の上位関連計画等 

○各務原都市計画区域マスタープラン 

岐阜県の上位関連計画等 
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３．国の計画等                                                      

（１）インフラ長寿命化計画（R3.3改訂）  

平成 25年 11月に取りまとめられた政府の「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、文部科学

省の所管施設等の長寿命化に向けた各設置者における取組を推進するため、文部科学省として

の行動計画を策定。令和 3 年 3 月に計画期間が終了することから、これまでの取組状況や前計

画からの環境の変化を踏まえ、行動計画の見直しを行い、改定した。 

 

（２）新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について（R4.3） 

１人１台端末環境のもと、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けて、新しい時

代の学校施設の在り方を議論。 

 

◆新しい時代の学びを実現する学校施設の姿（ビジョン） 

“Schools for the Future” 

「未来思考」で実空間の価値を捉え直し、学校施設全体を学びの場として創造する 

 

◆新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（５つの姿の方向性） 

【新しい時代の学び舎として創意工夫により特色・魅力を発揮】 

①学び 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向け、柔軟で創造的な学習空間 

を実現する 

⇒１人１台端末環境等に対応したゆとりのある教室の整備 

⇒多目的スペースの活用による多様な学習活動への柔軟な対応 

⇒ロッカースペース等の配置の工夫等による教室空間の有効活用 

②生活 新しい生活様式を踏まえ、健やかな学習・生活空間を実現する 

⇒居場所となる温かみのあるリビング空間（小教室・コーナー、室内への木材利用） 

⇒空調設備の整備、トイレの洋式化・乾式化、手洗い設備の非接触化 

③共創 地域や社会と連携・協働し、ともに創造する共創空間を実現 

⇒地域の人たちと連携・協働していく活動・交流拠点として「共創空間」を創出 

⇒地域の実情等に応じた他の公共施設等との複合化・共用化等 

【新しい時代の学び舎の土台として着実に整備を推進】 

④安全 子供たちの生命を守り抜く、安全・安心な教育環境を実現 

⇒老朽化対策等により、安全・安心な教育環境を確保 

⇒避難所として自家発電・情報通信設備、バリアフリー、水害対策等の防災機能を強化 

⑤環境 脱炭素社会の実現に貢献する、持続可能な教育環境を実現 

⇒屋根や外壁の高断熱化や高効率照明などの省エネルギー化、太陽光発電設備の導

入の促進により、ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を推進 

⇒環境や地域との共生の観点から学校における木材利用（木造化、室内利用）を推進 
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４．本市の計画等                                                     

（１）各務原市総合計画 

各務原市をどのようなまちにしていくのか、そのためにどのようなことを実施していくのかを総合

的、体系的にまとめたまちづくりの基本となる計画。令和元年度に前期基本計画（平成 27年度～

令和元年度）が終期を迎えるため、社会情勢の変化やこれまでの取り組みを踏まえた後期基本計

画（令和 2年度～6年度）を策定。 

 

◆目指すまちの姿 

〇将来都市像 『笑顔があふれる元気なまち  ～しあわせ実感 かかみがはら～』 

〇３つの基本理念 

「誇り～新しい人づくり・地域づくり～」、「やさしさ～新しい安心づくり～」、 

「活力～新しい元気づくり~」 

◆後期基本計画の取り組み方針 

後期基本計画中の全分野共通の方針は 『つながりづくり』 とします。 

◆基本目標 

心豊かで文化を育む人づくりのまち（教育・文化・スポーツ） 

（２）各務原市教育大網（R2.2） 

本大綱は、各務原市総合計画に掲げる「笑顔があふれる元気なまち」の実現のために、新しい

人づくりと地域づくりの礎となる「教育」、まちの活力の源となる「文化」と「スポーツ」の一層の推

進を図るための方向性を示す。 

 

◆基本理念 

笑顔があふれる元気なまちへ ～心豊かで文化を育む人づくり～ 

 

◆基本方針 

１．心豊かでたくましく、自立した人間形成を支える教育を推進します 

未来を担う子どもたちが、心豊かでたくましく、一人の自立した人間として育つよう、特色

ある学校づくりを進めるとともに、家庭・地域・学校がそれぞれの役割を果たしながら連携

することにより、子どもたちの健全な育成を目指します。 

２．文化的で潤いのある市民生活を支える学びの機会を充実します 

地域固有の伝統・文化を未来へ継承するとともに、美術・音楽など自主的な文化活動を

支援し、生涯を通じて学ぶことができる環境を提供するなど、市民の生きがいづくりととも

に、自主的な地域活動の促進を目指します。 

３．健康で活力ある地域づくりを支えるスポーツ活動を推進します 

健康の保持・増進を図るための生涯スポーツの普及から、スポーツ競技力の向上の推

進に至るまで、すべての市民が日常的にスポーツに取り組み、心身ともに健康に暮らせるま

ちづくりを目指します。 
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（３）各務原市教育ビジョン（R4.4改訂） 

「各務原市教育ビジョン」は、「各務原市総合計画」や、「各務原市教育大綱」の方向性を基本

としている。各務原市の教育施策の計画的な推進を図るための、今後推進すべき主な教育施策が

具体的に網羅されている。 

 

◆基本方針Ⅰ 心豊かでたくましく、自立した人間形成を支える教育を推進します 

〇基本目標１：学校教育の充実 

〇基本目標２：青少年教育の充実 

◆基本方針Ⅱ 文化的で潤いのある市民生活を支える学びの機会を充実します 

〇基本目標３：学びの機会の充実 

〇基本目標４：文化芸術の振興と歴史・文化遺産の保護、利活用 

  ◆基本方針Ⅲ 健康で活力ある地域づくりを支えるスポーツ活動を推進します 

〇基本目標５：スポーツの振興 

 

（４）各務原市公共施設等総合管理計画（H29.3） 

公共施設等の全容を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に

行いながら、財政負担の軽減と平準化を図るため、平成 29年3月に「各務原市公共施設等総合

管理計画」を策定。平成 30 年 2 月に改訂された国の「公共施設等総合管理計画の策定にあた

っての指針」等に準拠するとともに、個別施設ごとの対応方針等を定めた「個別施設計画」や本市

を取り巻く状況の変化等を踏まえて、「各務原市公共施設等総合管理計画」を改訂。 

 

◆施設類別に応じた基本方針（学校教育系施設） 

・各学校は、生徒の安全な学習環境の確保と災害時における地域の防災拠点としての機能を確

保するため、計画的な設備機器の更新と修繕等により、長寿命化を図ります。 

・今後、少子化の進展により、児童生徒数の減少が予想されることから、令和 2年 6月に策定し

た「各務原市学校適正規模・適正配置等に関する基本計画」に基づき、教育環境等の状況

を見極めながら学校規模の適正化を柔軟に対応します。 

・学校の再編や更新が必要となる場合には、地域コミュニティの核となる学校の重要性を考慮し、

保護者や地域の意向を十分に踏まえ、隣接学区との調整による統合や、周辺の公共施設機

能との複合化、更新時の規模縮小など、地域活力を維持する観点から、多角的な視点で慎重

に検討します。 
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（５）各務原市学校教育系施設個別施設計画（R4.4一部改訂） 

平成 29年 3月に策定した各務原市公共施設等総合管理計画の方針に基づき、施設類別ごと

に公共施設の維持管理や更新に係る対策の優先順位の考え方、対策の内容や実施時期などを

定めた「個別施設計画」を策定。 

 

◆学校教育系施設の目指すべき姿 

〇確かな学力の育成ときめ細かな指導を実践する教育環境の整備 

個に応じたきめ細かな指導の充実を図り、児童生徒に基礎的・基本的な知識・技能を確実

に習得させるために、担任、夢づくり講師、KET（各務原英語指導助手）等によるチームティー

チングや少人数授業など、多様な学習展開に対応する施設整備を進めます。 

また、技術改革の一層の進展（第 4 次産業革命）、超スマート社会（Society5.0）の到来

に対応した教育（英語力、コミュニケーション力の育成、主体的な学びの実践等）や ICTを活

用した教育を推進するための環境を整備します。 

さらに、児童生徒ひとりひとりの教育的ニーズに応じ、必要な支援を行う特別支援教育に

対応した施設整備を図ります。 

〇心豊かでたくましく、自立した人間形成を支える安全な環境を実現 

児童生徒が安心して快適に学習に取り組むことができる環境を整えるため、体育館の暑さ

対策や防犯カメラの設置など安全性に配慮した施設整備を図ると共に、障がいの有無に関

わらず安心して施設を利用できるようユニバーサルデザイン化を推進します。また、地球環境

に配慮し、持続可能な社会の実現のため、LED 照明の導入やキュービクルの更新、断熱性能

の向上等の省エネルギー対応に取り組み、環境負荷の低減を進めます。 

さらに、児童生徒に安心・安全な学校給食を提供するための環境整備に努めます。 

〇地域と共に学ぶ拠点としての施設整備 

学校教育活動を支える学校運営協議会や PTA、学校サポートボランティア等との協働活

動にも配慮した整備を進めます。 

また、学校と放課後児童クラブが日常的な連携を図りやすいよう居室の配置を考慮するな

ど、児童が安全に安心して過ごせる居場所を提供します。 

さらに、地域の避難所としての役割を担う防災拠点としての整備も進めます。 
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（６）各務原市学校適正規模・適正配置等に関する基本計画（R2.6） 

次代を担う子どもたちが「確かな学力を身に付け、豊かな人間性と健やかな体の育成といった

「生きる力」を育むことができる」望ましい教育環境の構築と、教育の質の充実を図ることを目的と

して、「各務原市学校適正規模・適正配置等に関する基本計画」を策定。 

◆学校の規模適正化、適正配置に当たって配慮すべき事項について 

１）地域ごとの教育環境への配慮 

２）適切な通学区域と通学距離 

３）学校と地域との関係への配慮 

４）大規模な災害対策 

◆地域参加型の学校づくりで大切な視点 

１）今日の教育上の諸課題への取組を考えること 

２）地域の生涯学習の場として学校施設を解放し、あるいは複合化すること 

３）地域資源を活用できるように、地域と学校の連携を考えること 

４）地域住民が共に学校を利用し、子どもたちの教育を支える立場で参加すること 

５）コミュニティ・スクールの推進による地域と学校の連携を考えること 

◆学校の規模適正化・適正配置を図る手だてと留意点 

１）校区の変更 

隣接する校区を変更することによって、隣接する双方が、それぞれに適正規模となる場合は、

校区の変更により学校の規模適正化・適正配置が図られる。 

２）通学区域の弾力的運用 

学校運営や地域コミュニティに配慮しつつ、隣接学校等の通学区域の全部又は一部につ

いて、希望により小規模校への就学を認める区域とすることにより、学校規模の適正化を図る

手法。 

３）学校の統合 

学校の小規模化により適正化が必要な場合に行います。対象校が小規模校又は適正規

模校に隣接し、統合後も適正規模を維持できる場合に行う手法。 

４）小中一貫教育の導入 

今後、児童生徒数の増加が見込めず、学校の小規模化が解消されない場合は、小中一貫

型学校等として再編することによって、学校全体としての児童生徒数や教職員数を確保し、よ

りよい教育環境が整えられる。 

小中一貫教育は、小・中学校が目指す子ども像を共有するとともに９年間を通じた教育課

程を編成し、系統的な教育を目指すものであり、中１ギャップが緩和される、異学年の児童生

徒の交流が深まる等の効果が考えられる。 

５）学校選択制の導入 

学校運営や地域コミュニティに大きく影響しない範囲で、一定の制限を設けた上で学校選

択機会の拡大を図ることにより、学校の規模適正化を図る手法 
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第 2章 各務原市の学校施設を取り巻く現状と課題 

１．学校施設の老朽化                                                 

学校教育系施設のうち、部室や倉庫等の小規模の付属建物を除いた主要施設は 225 棟で、

保有量は全体で 18.4 万㎡にのぼります。そのうち、小学校は 147 棟、11 万㎡で全保有量の約

6割、中学校は 74棟、7万㎡で全保有量の約 4割となります。全保有施設のうち、建築年が昭和

56 年 5 月 31 日以前（以下「旧耐震基準」という。）の施設は、12.2 万㎡保有しており、全体の

約 66％を占めています。 

また、築 30 年以上経過した施設は 15.8 万㎡で全体の約 85％を占めており、大規模改修や

改築の検討が必要な時期を迎えています。 

 

【現状】 

○多くの学校で最も古い校舎の築年数が４０年を超えています。 

○構造躯体や意匠・設備の劣化が進んでおり、劣化状況が学校ごとに異なります。 

 

【課題】 

○築年数及び構造躯体・意匠・設備の劣化状況を総合的に評価し、計画的な建替等の対策が必

要です。 

○建替等の費用を削減・平準化しながら、将来にわたって児童・生徒の学校における安全を確保

するとともに、本市の未来の子ども達により良い教育環境を整備するためには、長期的な視点か

ら建替等を計画的に推進していく必要があります。 

 

【表  学校（計 25校）一覧】 

No. 中学校（８校） No. 小学校（17校） 

１ 那加中学校 
１－１ 

１－２ 

那加第一小学校 

那加第三小学校 

２ 桜丘中学校 
２－１ 

２－２ 

那加第二小学校 

尾崎小学校 

３ 稲羽中学校 
３－１ 

３－２ 

稲羽西小学校 

稲羽東小学校 

４ 川島中学校 ４－１ 川島小学校 

５ 鵜沼中学校 

５－１ 

５－２ 

５－３ 

鵜沼第一小学校 

各務小学校 

八木山小学校 

６ 緑陽中学校 
６－１ 

６－２ 

鵜沼第三小学校 

緑苑小学校 

７ 蘇原中学校 
７－１ 

７－２ 

蘇原第一小学校 

蘇原第二小学校 

８ 中央中学校 

８－１ 

８－２ 

８－３ 

鵜沼第二小学校 

陵南小学校 

中央小学校 
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２．児童生徒数の減少                                                

【現状】 

○学校間の児童・生徒数の差が拡大しており、中～大規模化している学校がある一方、小規模化

している学校があります。 

○学校ごとに普通教室等の大きさや各諸室の種類、室数などに違いがあります。 

○小学校の児童数及び学級数は、1982（S57）年をピークに大きく減少しており、2019（R 元）

年の児童数は 8,118人で、ピーク時から 46.3％減少しています。また、今後も児童数は減少し

ていく見込みです。 

○中学校の生徒数及び学級数は、1987（S62）年をピークに大きく減少しており、2019（R 元）

年の生徒数は 3,989人で、ピーク時から 48.9％減少しています。また、今後も生徒数は減少し

ていく見込みです。 

 

【課題】 

○児童・生徒数の増減に対して、柔軟に対応できる学校施設の整備を行う必要があります。 

○大規模化や小規模化が進んだ場合には、学校規模の適正化を図っていく必要があります。 

○公立学校として、できる限り公平な教育環境を整える必要があります。 
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３．社会環境の変化                                                   

 

【ICTの活用】 

○ＩＣＴ機器等が目まぐるしく進歩していく中で、教育におけるＩＣＴ機器の活用が更に多様化するこ

とも見込まれることから、今後のＩＣＴ教育の方向性を踏まえ、学校施設の整備を行っていく必要

があります。 

【ユニバーサルデザイン】 

○建替等を実施した新たな学校においては、障がいの有無などに関わらず、誰もが利用しやすく、

学ぶことができる教育環境を整備するとともに、全ての児童・生徒や教職員が学校生活を送る

中で、交流が図れる学校施設の整備を行っていく必要があります。 

【脱炭素社会】 

○環境問題は、世界共通の緊急かつ重要な課題です。エコスクールは、環境負荷の低減や自然と

の共生を考慮した学校施設として整備して、環境教育の教材として活用するものです。これによ

り、学校が児童・生徒だけでなく地域にとっての環境・エネルギー教育の発信拠点になるととも

に、地域における地球温暖化対策の推進・啓発の先導的な役割を果たすことに配慮します。 

【ライフサイクルコスト】 

○学校施設にかかる費用は建設費だけではなく、日常の保守、修繕費用、大規模な改修費用等

建物を維持するための費用が必要になります。 そのため、適切な保全により、ライフサイクルコス

ト（LCC）を必要最小限に抑えることに配慮します。 

【SDGs】 

○持続可能な開発目標（SDGs）は、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開

発のための 2030 アジェンダ」に記載されている 2030年を期限とする開発目標です。 「誰一

人取り残さない」社会の実現を目指し、先進国も含めて国際社会全体で取り組むこととされて

おり、社会のあらゆる主体が積極的な役割を果たすことが期待されています。SDGsの 17の目

標の中でも目標 4「質の高い教育をみんなに」が掲げられ、教育機会をあらゆる人に提供して

いく重要性が謳われています。SDGs に関する学習を取り入れた授業にも対応できる柔軟な学

校施設が求められています。 
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第３章 各務原市学校建替基本方針 

１．基本理念                                                        

市教育大綱における「基本理念」笑顔があふれる元気なまちへ ～心豊かで文化を育む人づく

り～を推進するためには、児童・生徒がもつ可能性を伸ばすことが大切であり、そのためには人と

人との繋がりは必要不可欠であると考えます。 

学校は、社会において思考力・判断力・表現力や、社会性・人間関係を形成する力を育む場の

中で児童・生徒にとって最も重要な場であることから、安心して学校生活を送ることができる学校

施設として、協働的な学習や学校生活におけるコミュニケーションを促進することができる環境づく

りを重視します。 

本計画に関するアンケート調査（市民・保護者）において、「今後の学校教育で最も重視すべき

項目」では、「他人を思いやる心を育む」が 60.5％、「他者とのコミュニケーション能力を高める」

が 50.6％で半数以上の結果となっています。これらの結果をふまえ、学校建替基本方針の検討で

は、思いやりの心や人とのコミュニケーションの大切さを基本理念に反映していくことが各務原らし

い学校づくりを推進する上でも重要と考えられます。 

 
市教育大綱、アンケート調査をふまえ、本市の学校建替基本方針の理念は、以下のとおり定めま

す。 
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0.2%

0.7%

0.2%
0.3%

1.3%

0.1%

0.2%

0.9%

0.5%

0.5%

0.3%

0.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学力をのばす

他者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を高める

規範意識を高める

他人を思いやる心を育む

地域の発展や社会貢献に主体的に取り組む態度を…

体力を向上させる

健康に関する教育を充実させる

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ等のICT機器を活用する能力を向上させる

最も重視すべきである 重視すべきである あまり重視しなくてよい

重視しなくてよい 無回答

■学校教育に関するアンケート（市民・保護者）  

今後の学校教育で重視すべき項目 

第 7回策定委員会にて検討いただく予定です。 
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【つながりの深化への配慮】 

「子どものつながり」「地域とのつながり」「教師のつながりの」の３つのつながりを深化し、「共

に学び合う学校」のあり方に配慮します。 

①子どものつながりの深化「心豊かでたくましく、自立した人間形成を支える安全な環境を実現」 

○子ども同士のつながりに着目し、仲間づくり・心がつながる学校を検討します。 

（交流、柔軟性・可変性等） 

○学校に来づらい児童生徒にとって、 ICT の活用も含め、来やすくなる環境について配慮しま

す。 

②地域とのつながりの深化「地域と共に学ぶ拠点としての施設整備」 

○中学校区を地域一体として捉え、コミュニティを育む学校を検討します。 

（地域開放、多機能化、防災等） 

③教師のつながりの深化「確かな学力の育成ときめ細やかな指導を実践する教育環境の整備」 

○弾力的かつ効率的な学校運営を実現するための学校のあり方を検討します。（GIGA スクー

ル構想、ICT等） 
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【学校建替時における配慮事項】 

   学校建替基本方針は、学校施設に求められる考え方をはじめ、各務原市のまちづくりとして多角

的な視点での配慮が必要と考えます。下記事項に配慮し、多角的な視点をふまえた建替基本方針

を策定します。 

 

①地域まちづくりの推進への配慮 

○学校施設の建替は、地域の課題解決の重要な契機ともなります。そのため、地域の実情やそ

のニーズを的確に把握し、検討していく必要があります。 

○学校施設の建替えに合わせ、関係部署等が連携し、地域の声を反映しながら地域のまちづく

りに資する施設の整備が進められるよう配慮します。 

 

②学校の歴史やシンボルへの配慮 

○学校には、歴史的資源やシンボルツリーなど、児童・生徒や地域に親しまれ、誇りとしているも

のが数多くあります。建替を行うにあたっては、これらの位置保全等について配慮します。 

 

③地域防災拠点への配慮 

○学校の建替工事中は地域防災拠点としての利用が制限されます。学校施設の建替期間は長

期にわたるため、当該期間中に震災が発生することをあらかじめ想定し、対応を検討しておく

必要があります。 

 

④学校施設の地域開放・目的外利用への配慮 

○学校教育の目的外に学校施設を活用している事例として、放課後児童クラブ、学校開放や地

域の行事等があり、利用者にとっては重要なものですが、学校施設の建替工事により、利用

が制限されるなど使用できなくなる場合が想定されます。 

○建替工事にあたっては、学校、利用者、地域等と一緒になって、施設の一部利用や代替利用

等について検討していくとともに、建替後については、児童・生徒と地域の共同利用ができる

施設として機能するように、構想段階から十分に考慮していく必要があります。 

 

⑤環境に配慮した学校施設整備への配慮 

○地球規模の気候変動やヒートアイランド現象等への対策は社会全体で取り組むべき大きな

課題となっており、学校施設においても環境に配慮した施設整備が求められています。環境へ

の負荷の低減を図るため、太陽光の利用や照明のＬＥＤ化などを進め、これらを学習面でも活

用できる学校施設（エコスクール）の整備を検討します。 

○岐阜県では「公共施設等における県産材利用推進方針」（平成 29 年 2 月改正）を定めて

おり、県内の公共施設の整備において木材の利用促進を図る方針であり、学校施設も対象と

なっています。児童・生徒にとって身近な空間で木材の利用を進め、健康的で温もりのある快

適な学習環境の整備に配慮します。 

 

⑥SDGsの取組みへの配慮 

○持続可能な社会の担い手となる子どもたちの学ぶ力を育むため、SDGs への取組みを推進

し、SDGs に関する学習を取り入れた授業にも対応できる柔軟な学校施設・設備に配慮しま

す。 
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２．各務原らしい学校施設                                             

（１）目指すべき学校施設の姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学校施設整備の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7回策定委員会にて検討いただく予定です。 

第 7回策定委員会にて検討いただく予定です。 
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３．学校建替基本方針                                                

（１）多様な学習活動を展開できる教室空間 

 【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変化に対応する柔軟性・可変性のある空間 

➢ 子どもたちが毎日を安全・安心に生活し、生き生きと学ぶことができる学校施設をつくりま

す。 

➢ 学びの空間を自由に変えられるつくりとします。 

普通教室のサイズ 

➢ 普通教室の大きさは、35 人の児童・生徒が個別の机配列で学習活動を展開するのに適

した大きさとし、１人１台タブレット端末環境等に対応したゆとりのある教室空間とします。 

➢ 小学校・中学校とも、タブレットの利用や教科書のサイズの規格に合わせた机の大きさ

（新 J IS規格 65cm×45cm）を踏まえ、教室空間の大きさを設定します。 

➢ 知識伝達型の教育方法は今後も継続していく中で、アクティブ・ラーニングを行うために

は広い空間が必要となります。オープンスペースによる教室空間の拡張も考えられます

が、新 JIS 規格の机を採用することを前提とし、普通教室のサイズは 72.0 ㎡を基本とし

ます。（奥行 9.0ｍ×幅 8.0ｍ（72.0㎡）を最低基準とします。） 

オープンスペース 

➢ 学級単位の多様な学習活動だけではなく、学年単位の活動や児童・生徒にゆとりある生

活環境を整備するうえでは、普通教室と一体的に使用することができるオープンスペース

を検討します。 

➢ 学校に必要な室数及び運動場及び体育館を含めた学校施設機能を確保することができ

る場合には、オープンスペースを整備します。 

小空間 

➢ 普通教室またはオープンスペースの周辺に個別の児童が落ち着きを取り戻したり、居場

所を確保することができる小空間の配置を検討します。 

ロッカースペース 

➢ 児童・生徒の鞄類や実習道具等を収納するための十分なスペースを確保します。 
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 ①普通教室 

【教育方法の変化】 

○今までの学習指導要綱は、教員が学習内容を授業で教え、児童・生徒が授業を受ける一方

通行型の授業形式（知識伝達型）でしたが、新しい学習指導要綱は主体的・対話的で深い

学び（アクティブ・ラーニング）の観点から「何を学ぶか」だけでなく、「どのように学ぶか」の

授業が重視されます。 

○今までの学習形態（知識伝達型）が良い場合もあるため、授業内容によって、知識伝達型か

学習伝達型か柔軟に選択できることが望ましいものと考えられます。 

    ○これからの学校施設は、１人１台端末の日常的な活用に伴う個別最適な学びと協働的な学

びの一体的な充実と、その基盤となる学習空間は、画一的・均質的なものから、柔軟で創造

的なものに転換していく必要があります。 

    ○現在の学校施設は老朽化が進んでおり、柔軟で創造的な学習の展開には課題点があるため、

今後建替えを行う際には、多様な学びの姿に柔軟に対応できる創造的空間に配慮する必要

があります。 

【現状と課題】 

○本アンケート調査（市民・保護者）における「柔軟で創造的な学習空間を実現するために重

要と思う項目」では、「個別学習や少人数学習など柔軟に対応できる多目的スペースの整備」

が 74.0％で最も多く、ついで、「不登校児童・生徒への支援を含めた多様な子供に対応でき

るスペースの確保」が 60.0％、「１人１台のパソコン環境等に対応したゆとりのある教室の整

備」が 59.9％という結果でした。これからの学校施設は、柔軟性、多様性、ゆとりが求められ

て おり、本計画の教室や学習空間の考え方において配慮していく必要があります。 

 

■学びに関するアンケート（市民・保護者） 

個別最適な学びと協働的な学びの⼀体的な充実に向け、柔軟で創造的な学習空間の実現

に重要と思う項目（特に重要と思う項目４つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3-7 

 

 

○本アンケート調査（教職員）における通常学級での課題（困りごと）では、全体でみると「児

童・生徒の収納スペースの不足」が 68.6％で最も多く、次いで、「教職員の執務・収納スペ

ースの不足」59.0％、「教室内にクールダウンの場所がない」55.2％の結果となっています。 

その他でもスペースに関して、「児童・生徒の更衣室スペースの不足」が 46.2％、「現在の普

通教室の広さでは狭い」が 43.5％と 4 割以上の教職員はスペースが足りていないと感じら

れており、収納スペース等に配慮した学校施設が求められています。 

■通常学級の教室に関するアンケート（教職員） 

通常学級の教室とそれに関連する機能について教育活動や児童・生徒の学校生活にかかる

課題（困りごと）はありますか。（あてはまるもの全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校で使用されている教室用机について、旧 JIS 規格の机（幅600mm×奥行400mm）で

は、ICT を活用した授業の際に机の大きさが原因で机の上で教材等を自由に広げることが

できない、教材等が落ちてしまうなど支障がある状況です。 

○新 JIS 規格の机（幅650mm×奥行450mm 等）はより広く ICT 端末や教材・教具等を同

時に使用できる一方、机間指導がしにくい、重くなるなどの課題が指摘されています。現状に

おいては、旧 JIS 規格が多くの割合で使用されており、１人１台端末を前提とした学習への

対応に課題があります。 

○現在の各務原市小中学校における教室サイズは、奥行 9.0ｍ×幅 7.2ｍ（64.8 ㎡）、奥行

8.5ｍ×幅 7.6ｍ（64.6㎡）が多く、新 JIS規格の机には対応できません。 

○教室内での活動的な学習に対応するためには、「教室の奥行、幅が足らない」、「机に掛かっ

ている荷物が通路の邪魔になってしまう・危険である」、「収納スペースに工夫が必要である」

などの課題解決が必要であり、そのためには教室の広さを基本方針として定める必要があり

ます。 

 

【配慮事項】 

○柔軟で創造的な教室の大きさ・形状に配慮します。（付帯する空間を含む） 

○学び・活動の変化に対応できる収納スペースの位置・形状に配慮します。 
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【現在の各務原市小中学校における主な教室サイズ】 

 

 

■奥行 9.0ｍ×幅 7.2ｍの普通教室の例              ■奥行 8.5ｍ×幅 7.6ｍの普通教室の例 

（面積：64.8㎡）                                  （面積：64.6㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来の教室サイズの最低基準（案）】  

■面積：72.0㎡（奥行 9.0ｍ×幅 8.0ｍの普通教室の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旧JIS規格の机 40cm×60cm 

新JIS規格の机 45cm×65cm 

※教室の奥行、幅は、各校個別の基本計画段階において具体的な検討を行うこととします。 
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②オープンスペース  

○廊下は生活空間として教室と一体的に活用でき、多様な活動が展開できるオープンスペース

とし、オープンスペースの幅は 5ｍ以上を確保します。 

○多様な学習を、普通教室に連続して一体的に利用できるオープンスペースで展開します。 

○オープンスペースと普通教室の間には、会話や音楽の授業等の遮音、空調効果を考慮して可

動式間仕切り（引戸型）を設置します。 

○多様な学習活動を展開しやすくするために、普通教室とオープンスペースが一体空間となる

ような間仕切り壁の収納を確保することに配慮します。 

○多目的スペースは 2、3 学級が集まれる空間が得られるため、学年単位でのグループ学習が

可能であり、学級間の交流の場としても活用が期待できます。 

 

【参考：用語の定義】 

○オープンスペース 

学級単位の多様な学習活動だけではなく、学年単位の活動または生活指導を充実させるた 

めに、普通教室に連続した空間。 

○多目的ホール 

学年単位の集会等に使用、教室の広さ２～３教室程度の広さを確保した空間。 

○多目的室 

児童数の増加や指導体制のあり方見直し等によって、普通教室が不足する場合を想定し、普 

通教室に転用することが容易な空間。 

 

③小空間（継続検討事項）  

○教室周りに小空間を整備し、児童がクールダウンできる場所を設けます。(小学校) 

○オープンスペースの設置例が数を増す中で、学級教室＋オープンスペースの構成に小空間を

組み合わせる事例があります。 

○教室の近くに音を仕切ることのできる空間があることで、普通学級に在籍している特別な支

援を必要とする子どもが落ち着きを取り戻す空間としても活用することができます。 

○いたずら、いじめ防止等のため、空間への見通しを確保に配慮します。 

 

④ロッカースペース   

○教室空間が有効に利用できるロッカースペースの配置とします。 

○児童・生徒一人あたりの収納は、登校時の鞄及び下校時において家庭学習で不要な教科書

を保管することができる広さを確保するものとし、施錠可能な収納を検討します。 

○ただし、児童・生徒の鞄及び学用品は時代に応じて内容、大きさ及び形状等が変化すること

から、各校個別の基本計画・設計段階において収納に必要な広さを確認して整備することと

します。 
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（２）特別教室 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

○期待される効果 

・特別教室での学習活動を見える化することにより、低学年が上級生への憧れや学習意欲の

向上に繋がることが期待できます。 

・各教室の利用率が上がり学校全体の活気が高まる。また、設ける教室に十分な面積を確保

し教室の雰囲気を高めることにより、体験的な学習や創作活動に主体的に取り組めるよう

になります。 

○配慮事項 

・活動スペースを兼用できるようにする一方、教科ごとの教材・教具、作品等の準備・保管スペ

ースを十分に確保します。 

・兼用を図る場合には、安全、衛生、汚れや塵埃等の影響について留意し、運用上の工夫とあ

わせて組み合わせ方に配慮します。 

・準備室も含めて、廊下からガラス越しに見学できるなど、児童・生徒の興味を引くような設え

とします。 

•屋外テラスや地上のスペースに近接できる時は、学びの空間を外部に設け、より多様な活動

が可能なように配慮します。 

・学校施設開放の利用動線と児童・生徒の動線を分け、セキュリティを確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 特別教室は、多目的な複数の用途に対応した教室空間としての利用に配慮します。 

➢ 教科等の枠組みを超え、実社会に活きる学びを実現するために、異なる教科ゾーンを連

携させ、より幅広い教科等横断的なゾーンとして機能させることに配慮します。 

➢ 実験、実習、創作等、児童・生徒自身の作業をともなう活動に対して、特別教室を教科別

でなく汎用性を備えた内容・構成とし、また連続性をもたせて配置することで相互利用を

可能とします。 
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（３）配慮を要する子の空間（継続審議中） 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

【多様な教育的ニーズ】 

新しい時代を生きる子供たちに必要となる資質・能力をより一層確実に育むため、子供たちの

基礎学力を保障してその才能を十分に伸ばし、また社会性等を育むことができるよう、学校教育の

質を高めることが重要です。その際、インクルーシブ教育システムの理念の構築等により、様々な背

景により多様な教育的ニーズのある児童・生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で

教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要

です。 

多様な教育的ニーズや多様な悩みを抱える児童・生徒が、安心して学校で学べるようにするた

めの学校施設整備に配慮します。 

 

【多様な教育的ニーズのある児童生徒への対応の方向性】 

・特別支援学級や通級による指導のための環境整備を進めます。 

・障がいの有無に関わらず安全かつ円滑に交流及び共同学習を行うことができるスペースを検

討します。 

・落ち着いて学習できるスペース、クールダウンできるスペース、医療的ケアの実施に配慮された 

スペース等、適切な指導及び必要な支援を可能とする学校施設に配慮します。 

・教室に入りづらい児童生徒や、不登校児童生徒などの多様な子供たちに対応していくため、

余裕教室の活用等により、教育相談や学習支援、生徒指導のための空間を確保します。 

・保健室、保護者等のための相談スペース等について、ＩＣＴを活用した学習・指導が行える環境

を整えるとともに、安心して使用できるよう、リラックスできる空間とします。 

・トイレでは、着替えに困ることを想定し、性的マイノリティに配慮して大便器のあるすべての場所

にフィッティングボードの設置や男女共用、みんなのトイレなどを検討します。 

 

○特別支援学級教室 

・特別支援学級を設置する学校では、小集団指導・個別指導のための小教室、プレイルーム、教

員準備室、教材室及び専用トイレを一体的に整備します。 

・インクルーシブ教育システムの観点から、 通常の学級の児童・生徒と互いに自然な交流が持

てるよう、普通教室や特別教室との位置関係に配慮します。 

・避難しやすい位置に配置します。 

・小教室は、学級数の推計を踏まえるとともに、 将来の対象児童・生徒数の増減や学級編成の

変化も考慮して、必要室数を確保します 。 

・小教室間の壁を可動間仕切りにすることにより将来の変化に対応できるようにします。 

・トイレや手洗い場は、児童・生徒が利用しやすい位置に配置し、一体又は近接してシャワー設備

を整備します。 

➢ 児童生徒の多様なニーズに対応できる空間・設備を配置します。 

➢ 児童生徒がクールダウンできる・落ち着くことができる空間を配置します。 

➢ 学級復帰のための場所や居場所に配慮します。 
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○特別支援教室 

・小教室、教員準備室を一体的に整備します。 

・将来の対象児童・生徒数の増減を考慮して、必要室数を確保します。 

 

※トイレ、エレベーター、サインなどは、第 9回策定委員会にてご検討いただく予定です。 
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（４）図書館 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

○本アンケート調査（教職員）における「図書室の課題」では、「ICT 環境が不十分（不安定）」

が 50.9％で最も多く、次いで、「図書室内に落ち着ける場所がない」が 33.0％、「現在の場

所では利用しにくい」が 28.3％となっています。「その他」の具体的な課題内容としては、「人

数に対して狭い」という意見が多くあげられています。 

■図書室に関するアンケート（教職員） 

学校の図書室に関連する機能について、教育活動や児童・生徒の学校生活にかかる課題

（困りごと）はありますか。（あてはまるもの全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 学校図書館が読書・学習・情報のセンターとしての機能を十分に果たすことができるよう、

学校における図書スペース、図書館を整備します。 

➢ 読み物・調べ物など児童生徒が快適に学習できる学校図書館とします。（本が児童生徒

の身近にある環境をつくる） 

➢ 居心地がよく温かみのある空間づくりに配慮します。（通いたくなる図書館） 
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○本アンケート調査（児童・生徒）における「これからの新しい学校における図書室にほしい場

所」では、「おちついて本が読める場所」が 63.4％で最も多く、次いで「気軽に本に触れられ

る場所」が 62.2％となっています。 

■これからの新しい学校の図書室に関するアンケート（児童・生徒） 

これからの新しい学校の図書室には、どんな場所がほしいですか。（あてはまるもの全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新しい図書室は、読書の場として落ち着きのある豊かな環境を備えるとともに、ＩＣＴ環境やメ

ディア教材等を活用する学習・情報センターとしての機能や、多様な学習活動に対応できる

場としての空間を整備します。 

○学校の中心として、児童・生徒が利用しやすく、またその存在が日常動線の中で常に意識さ

れる配置とします。 

○ＩＣＴ機能を充実させるとともに、時代の変化や技術の進歩に柔軟に対応できる仕様とします。 
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（５）執務空間 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】 

○本アンケート調査（教職員）における職員室の課題では、「現在の職員室の広さでは狭い」が

57.0％で最も多く、次いで、「収納スペースが不足している」が 56.7％、「教職員が休憩できる

場所がない」が 54.5％となっています。「その他」の具体的な課題内容としては、「職員数に対

して部屋が狭い」や「生徒の入室可能スペースと職員専用スペースの分離」などがあります。こ

られの課題をふまえ、収納スペースの拡充や職員の働きやすさに配慮した執務空間とする必要

があります。 

○学校生活の中心は児童・生徒であり、児童・生徒が過ごしやすい環境づくりに繋がる学校の建

替えが重要です。児童・生徒の学校生活に最も接するのが教職員であり、教職員の労働環境の

充実は、児童・生徒の学校生活の充実にも関係するため、教職員の労働環境改善に繋がるよう

に建替においては働き方改革を推進し、パフォーマンスを最大化するための執務空間に配慮し

ていくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 学校における働き方改革を推進し、パフォーマンスを最大化するための執務空間を整備し

ます。 

➢ 職員室や準備室等は、教職員がより効果的・効率的に授業の準備や研修、様々な校務等

を行うことができるよう、執務空間としてふさわしい機能を確保します。 

➢ 情報セキュリティを確保しつつ、 情報共有のためのコミュニケーションがとりやすい職員

室とします。 

➢ 固定席エリア、フリー席エリアを設定し、教職員同士のコミュニケーションを促進する。ま

た、教職員と児童生徒とのコミュニケーションも促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

○管理諸室が集約した管理エリアを整備 

○管理諸室は児童・生徒を見守りやすい位置に配置 

○児童・生徒が気軽に寄り付ける場を整備 

○教職員のコミュニケーションの場を整備 

管理諸室：校長室、事務室、職員室、印刷室、応接室、会議室、給湯室、用務員室、保健室 
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■管理諸室やその他諸室に関するアンケート（教職員） 

学校の職員室と、それに関連する機能について、教育活動や児童・生徒の学校生活にかかる

課題(困りごと)はありますか。（あてはまるもの全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本的な考え方】 

  ○職員室 

・職員室に面して、児童・生徒と教員をつなげるカウンターに接する自習コーナーを設けます。  

・職員室の自習コーナーにカウンターを設け、児童・生徒の質問を受け個別指導ができる場をつ

くります。 

・職員室内に、気軽な打ち合わせや共同作業ができるコミュニケーションスペースをつくります。 

・自由に着席場所を選んで仕事をするフリーアドレスによって、教職員のコミュニケーションを促

します。 

・児童・生徒の個人情報を収納するスペースを設けます。 

・学校の働き方改革の観点から、 教職員等が効果的・効率的に働きやすい環境となるように整

備します。 

・職員室内又は隣接して印刷・教材作成・打合せスペース等を確保します 。 

・物品、文書及び個人情報を適切に管理するための収納スペースを確保します。 

・特別支援教育を担任する教員も含めて、１つの職員室で執務できるよう整備します。 

・児童・生徒が入りやすいよう視覚的連続性を持たせ、相談等ができるスペースを出入口前に

用意します。 

・校長室と隣接させます 。 

・児童・生徒の安全を確保するため、 校門や昇降口の出入り及び 校庭を見渡せる位置に配 

置します。なお、１階に配置することを原則とし、水害時に浸水の恐れのある地域等は２階の適

切な位置を検討します。 

・来校者玄関で来校者の応対がしやすい位置に配置します。 
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○校長室 

・職員室と隣接させるとともに、児童・生徒の安全を確保するため、 １階の校庭を見渡せる位置

に配置します。なお、水害時に浸水の恐れのある地域等は、２階の適切な位置を検討します 。 

・来校者の応接や教職員との打ち合わせができるスペースを確保します。 

  ○事務室 

・来校者を確認できる位置に配置するとともに、来校者に対応しやすい仕様とします。 

・職員室又は校長室と隣接する連携しやすい位置に配置します。 

 

※職員室の大きさなどの規模設定は、今後の基本方針（案）の検証などにおいて整理します。 
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（６）プール施設 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

【本市における学校プール施設の概況】  

○市内の小中学校のプール施設は、全体として老朽化がすすんでおり修繕対応をしながら使用

しています。 

○また、もともと学校プールが使用される期間は 1.5～2 か月/年でしたが、コロナの感染のリス

クを避けるため 2年間使用がされず、令和 4年度に一部の小学校で利用を再開しました。再

開にあたって、点検した際には各校で不具合が多く発生しました。 

○プールが建設された当時と比べると、全体として学校プール施設の使用時間は減少してきて

います。近年では、大半の小中学校で 6 月の中頃から 7 月末までの利用となっており、児童

生徒数も減少傾向にあります。 

○また、気候の変化で猛暑日も増え、夏休み期間中のプール開放では、学校への往復の子ども

やプールサイドでの見守りをする保護者の熱中症対策のため猛暑日は安全面から中止とす

る学校もあります。 

○一方で、建設等のコストも上昇し、要求レベルが高くなる中で維持管理費も大きくなっていま

す。 

 

現況写真（左：那加中学校プール、右：川島小中学校プール） 

  
 

 

 

 

 

 

 

➢ 教員の労力を違う内容や時間に充当していくことで、児童・生徒との触れ合いや学び

の時間に重点を置くことに配慮します。 

➢ 水泳授業については、児童・生徒が自らの健康や命の安全面を学ぶこととしても重

要な授業であるため、水泳授業は継続する方向とします。 

➢ 本策定委員会とは別の検討組織において、集約化を含め、民間活用など具体的な

検討を行うこととします。 
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 【本アンケート調査（教職員）からの課題】 

○プールの年間稼働日数（コロナ禍前の令和元年度の授業時）は、無回答を除くと、10～30 日

85％(17校)、最大が 35日 5％(1校) であり、35日以下の稼動となっています。 

○学校の体育施設とそれに関連する機能についての課題(困りごと)は、「更衣室（プール・体育時

のジェンダー対応ができていない）」が41.5％、「プールの更衣室が狭い」が36.8％、「現在の

プールの更衣室の場所は適切ではない」が 21.7％であり、更衣室に関する課題が多く挙げら

れています。 

■学校の体育施設とそれに関連する機能に関するアンケート（教職員） 

あなたの学校の体育施設・屋外施設等と、それに関連する機能について、教育活動や児童・

生徒の学校生活にかかる課題(困りごと)はありますか。（あてはまるもの全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○これからの学校プールのあり方について、必要だと思うこと（該当するものすべて選択）は、「民

間プール施設を利用し」が 33.2％、「各学校に整備が必要である」が 28.7％、「外部の専門

指導員を導入し、プール指導を実施する」が 48.7％であり、教職員のプール施設・プール指導

の負担軽減が望まれているものと推察されます。 

■プール施設に関するアンケート（教職員） 

これからの学校プールのあり方について、必要と思うことを選択してください。（あてはまるもの

全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※プールの担当教員以外の回答者もふくまれているため、無回答が 31.4％となっています。 

※プールの担当教員以外の回答者もふくまれているため、無回答が 18.2％となっています。 
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【市内の学校プール施設の課題】 

〇現状では、維持管理に係る負担が大きく、経年による不具合部分多く、修繕・更新が多い状況

です。水廻りの施設設備であるため、さびの発生が多くなります。 

〇プール施設の老朽化は、建築後、25校中 23校が 30年以上経過しています。50年を超え 

ている学校も 3校あります。更衣スペースの不足の声も挙がっています。 

○維持管理にかかる負担は、使用期間は短期間で使用人数は限られますが、管理にかかる財 

政的な負担は大きくなります。 

○建設にかかる負担は、プール施設を含む学校施設の多くが、老朽化し更新時期を迎えており、

改築する場合は建設費の課題があり、学校建替時を見据えた 25 校のプール施設のあり方

の方向づけが必要です。 

  

  【水泳授業の現状と課題】 

〇現状は、使用期間（コロナ禍前）は短期間の利用であり、水泳授業は、6～7 月（一部の中学

校で 9 月まで）、授業時間は、10 時間程度/年・人です。夏休み期間中は、小学校では 7 月

中のみプール開放しており、中学校では水泳部がある場合に使用しています。 

〇稼働率の低下としては、小中学校のプールは、屋外プールであるため天候の影響を受けます。

また、熱中症予防や感染症対策等のために夏休み期間中のプール開放で猛暑日は中止とす

ることもあります。 

〇教師による指導は、小学校では、専門外の先生の指導となります。 

〇教師によるプールの管理は、水質管理・安全管理業務など、夏休み期間中のプール開放や部 

活動なども含めて必要です。 

〇指導基準（小中学校学習指導要領）は、「指導については適切な水泳場の確保が困難な場 

合にはこれらを取り扱わないことができるが、これらの心得については必ず取り上げること」と 

されています。 

○実施回数の減少として、梅雨時と重なり、雨天も多く、雨天時は、気温・水温などの問題で中

止になることが多くなります。夏休み期間中は、猛暑日で児童の往復時や見守り者の熱中症

対策としてプール開放を中止する学校もあります。 

○教師への負担として、専門外の教師にとっての水泳指導の負担が大きく、また、毎日のプール

の安全管理、プール清掃、水質管理等の負担が大きくなっています。 
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 【整備パターンの比較】 

学校のプールのあり方として、4つの整備･活用パターンについてメリット・デメリットを比較します。 

なお、○、△については、各視点での比較の目安であり他の視点との単純比較ができるものでは

ありません。 

【表  メリット・デメリットの比較】 

視点 
学校での 
再整備(屋外) 

学校間での 
共同利用(屋外) 

公営プール 
（屋内） 

民営プール 

現
状 

利用時間 
（コロナ前） 

10日/人･年程
度 

－ － － 

利
用
時
期 

季節 △夏期のみ △夏期のみ ○通年 ○通年 
 

天候 △雨・猛暑日不
可 

△雨・猛暑日不
可 

〇天候不問 〇天候不問 

教
師
の
負
担 

スケジュール
調整 

○負担小 
（学校内のみ） 

△負担あり 
（ 複 数 校 で 調
整） 

△負担あり 
（管理者と調整） 

△負担あり 
（管理者と調整） 

清掃･水質管理･ 
安全管理等 

△負担大 △負担大 
（プール設置校の
み） 

○負担なし ○負担なし 

授業 
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ無
し 

△負担大 △負担大 △負担大 △負担大 

授業 
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ付 

○負担減 ○負担減 ○負担減 ○負担減 

 
コ
ス
ト 
 

再整備費用 △必要 
（学校ごと） 

○必要 
（プール設置校の
み） 

△必要 
（屋内プール） 

〇市は不要 
 

維持管理費 △必要 
（学校ごと） 

○必要 
（プール設置校の
み） 

△必要 
（屋内プール） 

〇市は不要 
 

施設利用料 ○不要 ○不要 △要検討 △必要 
移
動 
移動時間 
・移動手段 

○移動不要 △要検討 
（コスト発生） 

△要検討 
（コスト発生） 

△要検討 
（コスト発生） 

地
域
開
放 

 

（予定なし） （予定なし） ○可能 
（学校利用との
調整が必要） 

△不可 
（民間施設のため） 

防
災 
消防水利 
防災時 

○利用可能 △別途対応必要 △別途対応必要 △別途対応必要 

そ
の
他 

他施設 
との関係 

－ 

・設置する学校の
検討が必要 

・公営プールの
今後の整備方
針との整合が
必要 

・撤退等の可能
性もある 

仕様 － 
・水深への配慮
が必要 

・水深への配慮
が必要 

・水深への配慮
が必要 

凡例：○（メリット）、△（デメリット、その他） 
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【学校プール施設のあり方の方向性】 

○重視する観点としては、教員の労力を違う内容や時間に充当していくことで、児童・生徒との触

れ合いや学びの時間に重点を置くことに配慮します。 

○水泳授業については、児童・生徒が自らの健康や命の安全面を学ぶこととしても重要な授業で

あり、成人してからも多種多様なスポーツの選択肢とも成り得るため、水泳授業は継続する方向

とします。 

○複数校で 1か所のプールとし、地域の方も利用できるような維持管理方法も検討していくこと

が望ましいものと考えます。 

○本市における学校のプール施設のあり方は、本策定委員会とは別の検討組織において、集約化

を含め、民間活用など具体的な検討を行うこととします。 
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（７）学校給食調理場（継続審議中） 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

【給食調理方式】 

①給食センター方式 

・共同調理場を設置し、小・中学校分を一括調理し各学校へ配送するものです。 

＜現在の学校給食センターの改修について＞ 

・現在の学校給食センターは、令和９年度に改修工事（空調修繕、ボイラー及び特定天井改修）

を行う予定であり、改修工事期間中の 11 校分（6,000 食）の配食についての対応が必要で

す。 

・現在、自校調理室が無い学校に調理場を新設することも想定されますが、調理場整備の期間、

設置スペース、事業費の面で課題があります。 

＜給食センター方式の場合の留意点＞ 

・施設の規模や建設場所については、調理後２時間以内の給食提供に努めるとともに、事故等

が発生した場合の影響等を考慮する必要があります。 

 

②自校調理方式 

  ・各学校において給食調理施設を設置し、調理を行うものです。 

・学校給食調理室の老朽化が課題であり、学校給食衛生管理基準に則り、ドライ運用する必要

がありますが（努力義務）、現在の学校給食調理室は、元々ウェット仕様だったものをドライ運

用して対応しています。 

 

③親子方式 

・給食調理施設が整備された学校で自校分（親）と他校分（子）の調理を行い子となる学校へ

配送します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 安全・安心でおいしい給食を提供します。 

➢ 食育を推進します。（食育のコミュニケーションを重視します） 

➢ 経済性・効率性に配慮した学校給食運営を推進します。 

➢ 災害時に対応できる給食調理の施設・設備に配慮します。 

➢ 給食センターへの移行の方向性としつつ、単独給食調理場の良さを継承する観点に

留意し、具体的な検討を進めていくこととします。 
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給食センター方式、自校調理方式の比較及び評価を以下に整理します。 

【表  給食センター方式、自校調理方式の比較】 

 

 

 

大

項

目 

中
項
目 

給食センター方式 自校調理方式 

安
全
・安
心
な
給
食
の
提
供 

衛
生
管
理 

◎ 

食材の検収、衛生管理基準を一元的に実

施することが可能である。 

人員や施設設備の投資が集中されるため、

一定のレベルでの衛生管理が期待できる。 
〇 

衛生管理基準の均一化を図るため、各校

ごとの管理の徹底が必要となる。 

施設毎に衛生管理状態に差が出る恐れが

ある。 

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
対
応 

〇 

アレルギー対応食材を購入できるため、ア

レルギーのリスク自体を低減させることがで

きる。みんなが同じ給食を食べられる可能

性が上がる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

市としては、各単独調理校に対し、次の対

応をするよう指示している 

 

 

 

 

 

 

 

栄
養
教
諭
等
の 

配
置 

◎ 

栄養士は４名体制、給食がある日は全員で

対応。 

２名が隔月で献立を立てる。 

委託業者の行う調理の監督・味決め 

給食時間に合わせた学校訪問（2校/日） 

要望に応じて、食育指導の授業を実施。 

〇 

１人職のため給食管理から食育まで多岐

にわたる業務を１人で行う。２校を兼務して

いる場合もある。 

リ
ス
ク
分
散 

△ 

食中毒等が発生した場合、全給食センター

校にリスクが及ぶ可能性がある。 
〇 

食中毒等が発生した場合、影響は最小限

に留まる。 

  

・マヨネーズ 

→ノンアレルゲンのもの 

（卵抜き、大豆入り） 

・ツナ油漬け 

→ノンアレルゲンのもの 

・だしパック 

→鯖が入らないもの 

・餃子、春巻き 

→胡麻の入らないもの 

・胡麻→最後に胡麻をかける 

メニューに胡麻をかけない 

（きんぴら、和え物 等） 

・卵 → 三色そぼろの玉子なし、 

かきたま汁に卵を入れない 

凡例 

青文字（下線付き）：一般的な学校給食調理場に関する内容 

黒文字（下線無し）：各務原市の学校給食調理場に関する内容 
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大
項
目 

中
項
目 

給食センター方式 自校調理方式 

安
全
・安
心
な
給
食
の
提
供 

お
い
し
い
給
食
と
適
温
喫
食
の
実
現 

△ 
調理から喫食までの時間は、配送が必要な

ため長くなる。 
◎ 
調理から喫食までの時間が短い。 

○ 

保温缶などの使用により、温度の低下を防

ぐことは可能である。 

現在は、保温技術がしっかりしている容器

（二重食缶）で温かい給食を提供している。

サラダは、真空冷却器で冷やした上で、保

冷剤を付けてコンテナに入れている。 

保温で６５℃以上、 

保冷で１０℃以下を２時間維持できる。 
◎ 

配送が無いため、温かい給食を提供するこ

とができる。 

充
実
し
た
メ
ニ
ュ
ー
の
提
供 

〇 

栄養士が、学校給食摂取基準に基づいた

栄養素の摂取量やカロリーとなるように、ま

たアレルゲンを含まないメニューとなるよう

献立を作成している。 

〇 

栄養士が、学校給食摂取基準に基づいた

栄養素の摂取量やカロリーとなるように、ま

たアレルゲンを含まないメニューとなるよう

献立を作成している。 

〇 

味付けは、個人の味覚や好みが異なるた

め、一概に比較は困難。 

〇 

味付けは、個人の味覚や好みが異なるた

め、一概に比較は困難。 

― 

米飯は外部に委託 

委託先が一度に提供できる量に限りがあ

る為、提供は月・水・金。 

（金は月 2回炊き込みご飯） 

― 

米飯は外部に委託 

委託先が一度に提供できる量に限りがあ

る為、提供は火・木・金。 

（金は月 2回炊き込みご飯） 

食
育
の
推
進 

食
育 

〇 

施設見学会の開催や見学スペースの設置

により、調理の様子を見てもらえる。 

栄養教諭による学校訪問、教室訪問により

食育の推進を図ることができる。 

◎ 

学校内において、児童生徒の身近で調理

が行われていることから、給食を教材として

活用しやすい環境をつくることが可能であ

り、食育という観点で有効である。 

調
理
現
場
の

見
学 

〇 

見学スペースや会議室等を設置することに

より見学が可能である。 

小学生の給食センター見学、中学生の職場

体験学習等が行われている。 

△ 

見学スペースがない、または、不十分な場

合が多い。 

すき

71%

どちらでもない

24%

わからない

1%

きらい

4%

すき

62%

どちらでもない

26%

わからない

3%

きらい

9%

センター校 

小学 5年生～中学 3年生 

まで各１学級 

回答 136人 

R4.10.20時点 

自校調理校 

直営と委託それぞれについて 

小学 5年生～中学 3年生 

まで各１学級 

回答 279人 

R4.10.20時点 
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大
項
目 

中
項
目 

給食センター方式 自校調理方式 

経
済
的
で
効
率
的
な
施
設
運
営 

機
器 ― 

大型機器や自動化機械の導入などにより、

調理員の負担軽減を図りやすい。 

一般的に大型の機器の方が維持管理費は

高くなる傾向にあるが、機器の種類によって

異なる。 ― 

多機能機器や自動装置などの高額な機器

を導入することは台数が多くなることから

困難である。 

各学校で機器メンテナンスが必要になるた

め、手間と経費は増大する 

市全体での総機器保有数が多くなること

から、維持管理の経費負担の比較は一概

にはできない。 

用
地 

△ 

調理工場や配送車両の接続スペース、駐車

場などの広い敷地で、かつ準工業用地等の

建築条件を満たす用地が必要となる。 
△ 

学校敷地内に、新たに給食調理場や食材

納入業者の搬入通路、駐車スペースを確

保する必要がある。 

〇 調理場に必要な面積は抑制される。 △ 市全体では必要面積は大きい。 

用
地
取得 

△ 
新たな用地取得が必要となる場合がある。 

△ 
学校の敷地内に設置できない場合、新規

用地取得が必要となる場合がある。 

施
設 

整
備
費 

〇 
自校調理方式に比べて効率的。 

 △ 
対象校の全てに施設を整備する必要がある

ため、施設整備費のトータルは多額になる。 

光
熱水費等 〇 

光熱水費等の運営経費の低減が可能である。 
△ 
光熱水費等の運営経費が割高となる。 

配
送
費 

△ 

配送が必要（下記１～３） 

現行、予備車両を含めて 6台体制 

（今後、車両は増加予定） 

1.食器の配送 

2.食缶の配送 

3.食器・食缶の回収 

１つの車両が複数回往復 

調理時間を圧迫しないよう、配送体制、十

分な駐車場面積、食材納入業者車両や配

送車両の動線を確保する必要がある。 

〇 

配送費は不要である。 

そ
の
他 

複数の学校を管轄するため、各学校で給食を

活きた教材として活用していくためには、献立や

訪問指導について学校とセンターとの間で調整

が必要となる。 

食材の発注数が多いことから、生産者との連携

により、使用食材の計画栽培等を行いやすく、

年間を通し、安定した地域産品の積極的活用

が可能である。 

各教科における食に関する学習内容や季節に

合わせて、献立を編成しやすく、児童生徒も学

習で学んだことを給食の時間に実践しやすい。 

児童生徒と給食調理職員が直接コミュニケー

ションを図ることが可能である。 

【給食調理方式のあり方の方向性】 

○本市における学校給食調理場のあり方は、給食センターへの移行の方向性としつつ、単独給食

調理場の良さを継承する観点に留意し、本策定委員会とは別の検討組織において、具体的な検

討を進めていくこととします。 
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